院外処方箋の問い合わせ簡素化プロトコル運用に関する確認書

地方独立行政法人奈良県立病院機構 奈良県総合医療センター（以下「甲」という）と　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という）は、甲の院外処方箋に係る薬剤師法第23条第2項の取り扱いについて、下記のとおり確認した。なお、保険薬局での運用においては、患者が不利益にならないように、必ず十分な説明と同意を得てから行うものとする。
記
1 院外処方箋の問い合わせ簡素化プロトコル 
以下の項目については、薬局での患者の待ち時間の短縮や処方医の負担軽減の観点から、包括的に薬剤師法第23条第2項に規定する医師の同意がなされたものとして、個別の処方医への問い合わせ（同意の確認）を不要とする。

① 成分名が同一の銘柄変更 
② 先発処方・後発処方・一般名処方における調剤時の剤形の変更 
[bookmark: _Hlk237449480]③ 消炎鎮痛外用貼付剤の剤型変更
④ 複数規格がある内服薬・外用薬の規格変更
⑤ 超速効型インスリン製剤の変更
⑥ 服薬状況等の理由により、処方された薬剤を半錠、分割、粉砕または混合すること、あるいはその逆
⑦ 服薬状況等の理由により一包化調剤すること、あるいはその逆
⑧ 医師了解のもとで処方されている適応外の用法
⑨ 外用薬の用法追加
⑩ 月1回、週1回、曜日規定の製剤が連日投与の他の処方薬と同一日数で処方されている場合の処方日数の適正化（処方間違いが明確な場合）
⑪ 内服薬処方（投与日数制限のある薬剤は除く）の用法と数量について次回受診日までに不足すると判断される場合の処方日数の適正化
⑫ 残薬による投与日数の調整および短縮（いわゆる減数調剤）
※①〜⑫の項目について原則、処方医への問い合わせは不要とするが、必ずその内容をFAXにて甲に連絡する。（Fax：0742-46-6011）

2 責任の所在および免責 本プロトコルの運用に関して、合意書の範囲外で疑義照会を行わずに処方変更を行った場合は、如何なる事由においても甲は一切の責任を負わない。

3 開始時期 20   年 　月 　日より開始とする

4 確認内容の解除、変更 本確認内容の解除、変更については必要時に甲乙間で協議を行う。
以上
２０　 年 　月 　日

甲 所在地 奈良県奈良市七条西町2-897-5
名称 地方独立行政法人奈良県立病院機構 奈良県総合医療センター 院長 髙 済峯  ㊞

乙 所在地                            
名称                                                 代表者氏名            ㊞

本書の成立を証するため、本書2通作成し双方記名押印のうえ各1通を所持する。

